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地域の中小・中堅建設業の新分野進出など 
経営革新に係る実態アンケート調査結果について 

 
                           

１．趣旨 

   新分野進出など経営革新について、①地域の中小・中堅建設業の取組み事例の
収集・整理、②建設業者等が国に提案・要望する事項の把握。 

 

２．調査に協力した業者・団体等 

（１）建設業者・建設業者団体 

 
（２）都道府県 

４７都道府県 
 

３．回答企業の状況 

（１）資本金規模 
 

回答企業の約６割が資本金１千万円～５千万円未満の企業であり、全体の９３％が 

資本金３億円未満の中小企業である。 
 

 企業数 団体数 

（社）全国建設業協会 傘下 ３０５ ４３ 

（社）全国中小建設業協会 傘下    ２３  １４ 

（社）建設産業専門団体連合会 傘下   １５３  ２５ 

         計 ４８１  ８２ 

資本金階層 回答数 シェア 

A １千万円未満 ２８ ６％ 

B １千万円～５千万円未満 ２９３ ６１％ 
C ５千万円～１億円未満 ９２ １９％ 

D １億円～３億円未満 ３６  ８％ 

E ３億円～１０億円未満 ２３ ５％ 

F １０億円～ ８ ２％ 
計 ４８０ － 
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（２）完成工事高規模 
 
   完成工事高が１億円～１０億円未満が全体の最も多く、次いで、１０億円～２０億円 

未満、２０億円～５０億円未満がそれぞれ約２割を占める。 

 

 
 
（３）完成工事高に占める公共事業の割合 

 

主に公共事業の元請企業となる、全建傘下の企業について見ると、完成工事高に占める 

公共事業の割合が６０％以上の企業は半数に達しており、中小・中堅建設業の公共事業へ 

への依存度は依然として高い状況にあると言える。 

 

完成工事高規模 回答数 シェア 

A １億円未満 ２５ ５％ 

B １億円～１０億円未満 １７４ ３６％ 
C １０億円～２０億円未満 １０１ ２１％ 

D ２０億円～５０億円未満 ９７ ２０％ 

E ５０億円～１００億円未満 ４９ １０％ 

F １００億円～    ３４ ７％ 
計 ４８０ － 

公共事業の割合（全建） 回答数 シェア 

A ２０％未満 ３７ １２％ 

B ２０％～４０％未満    ５０ １６％ 

C ４０％～６０％未満 ６４ ２１％ 

D ６０％～８０％未満    ６２ ２０％ 
E ８０％～９０％未満    ３７ １２％ 

F ９０％以上    ５４ １８％ 

計 ３０４ － 

公共事業の割合（全中建、建専連） 回答数 シェア 

A ２０％未満 ８０ ４６％ 

B ２０％～４０％未満    ５２ ３０％ 

C ４０％～６０％未満 １４ ８％ 

D ６０％～８０％未満    １６ ９％ 
E ８０％～９０％未満     ４ ２％ 

F ９０％以上     ９ ５％ 

計 １７５ － 
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（４）従業員規模 
 

  従業員規模は１０人～３０人未満の企業が最も多く、次いで５０人～１００人未満、 

３０人～５０人未満の順である。５０人未満の企業が全体の約６割を占めており、回答企 

業については、小規模経営が主流である。 

 

 

 
 
（５）専業比率（総売上高に占める完成工事高の割合） 
 

専業比率が８０％以上の企業が８割を越えており、新分野進出等の動きが広がる中、依然 

として中小・中堅建設業の経営における建設業本業の占める割合は大きい。 

 

 
（６）収益率（売上高営業利益率） 

  

売上高営業利益率が２％未満の企業が最も多く５割弱を占める。中小・中堅建設業の厳 

しさをうかがわせるが、一方で、３割近い企業が４％以上の利益率を確保しており、二極 

化の傾向も見られる。 

 

 

 

従業員数規模 回答数 シェア 

A １０人未満 ４３ ９％ 
B １０人～３０人未満 １４５ ３０％ 

C ３０人～５０人未満  ９８ ２０％ 

D ５０人～１００人未満    １１４ ２４％ 

E １００人～３００人未満 ６８ １４％ 
F ３００人～    １３ ３％ 

計   ４８１ － 

専業比率 回答数 シェア 

A ５０％未満 ２１ ４％ 
B ５０％～８０％未満  ６６ １４％ 

C ８０％～ ３９１ ８２％ 

計 ４７９ － 
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（７）経営状況（５年前との比較） 
 

５年前と比較して、中小・中堅建設業の経営状況が厳しさを増していることを裏付ける結 

果となった。建設投資減少の影響を受け、完成工事高・収益率は減少し、完工高に占める公 

共事業の割合も低下している。また、雇用面も厳しい状況であり、約６割の企業が従業員を 

減らしている。 

   一方で、専業比率は横ばいの企業が６割を越えており、市場規模が縮小する中で、激しい 

市場競争を展開し、利益率の低下を招いている状況が推測される。 

 

 
 

４．経営革新の概況 

（１）新分野進出の状況 
 

建設業で培った技術とノウハウを直接的に活かすことのできる周辺分野への進出が 

最も多く、そのほか、環境分野、農業分野、福祉分野などへの進出が多くみられた。 

農業への進出は、農業生産法人の設立に伴い、地域における雇用の維持・創造に貢献 

している例が多い。また、福祉分野や環境分野では、専門知識等を得るために医療法 

人や大学と連携する例が見られる。 

 

売上高営業利益率 回答数 シェア 

A ６％以上 ５６ １２％ 

B ４％～６％未満  ６７ １４％ 
C ２％～４％未満 １３１ ２８％ 

D ０％～２％未満    １７３ ３７％ 

E ０％未満 ３７ ８％ 

F 不明     ６ １％ 
計   ４７９ － 

経営状況の比較 
（５年前との比較） 

 
完成工事高 

 
公共事業割合 

 
従業員数 

 
専業比率 

 
収益率 

A 増えている ３３（７％） ３３（７％） ３８（８％） １８（４％） ３５（７％） 

B 概ね横ばい ９８（21％） ２１２（45％） １３４（29％） ３１６（67％） ８７（19％） 

C 減っている ３４１（71％） ２１３（45％） ２９１（62％） １３３（28％） ３３０（71％） 

D 不明  ６（１％） １１（２％） ６（１％）   ２（０％） １５（３％） 

計 ４７８ ４６９ ４６９ ４６９ ４６７ 
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（２）新事業の要員数 
  

新分野進出を行っている企業は、１０人未満の少人数で取り組んでいるケースが半数 

を占めており、新事業を担当する部署を設置して対応している場合が多いと思われる。 
 

 
 
（３）新分野進出以外の経営革新の状況 
 

新分野進出以外の経営革新については、数多くの企業がＩＴの導入による経費節減に 

取り組んでいるほか、品質管理を目的としたＩＳＯの取得も広く行われている。また、 

人事制度の見直しも活発であり、人件費の削減、実績評価主義体系への移行への動きが 

見られる。 

また、将来的に企業組織や資本の統合につながる可能性の高い、資機材調達の共同 

化や設計・積算の共同化もＩＴの導入には及ばないものの相当数ある。 
 

取組みの種類 回答数 シェア 

A 建設業周辺分野（リフォーム、まちづくりなど） １２４ ３１％ 

B 福祉分野 ３８ ９％ 
C 環境・リサイクル分野 ９３ ２３％ 

D 農林水産分野 ４４ １１％ 

E サービス分野 ３２ ８％ 

F 製造分野 ２１ ５％ 
G 運輸・倉庫分野 ６ １％ 

H 小売分野 １１ ３％ 

I  その他 ２０ ５％ 

J 特になし １４ ３％ 
計 ４０３ － 

新事業の要員数 回答数 シェア 

A ５人未満 １１５ ５０％ 

B ５～１０人未満  ５９ ２６％ 

C １０～３０人未満  ４１ １８％ 
D ３０～５０人未満    １０ ４％ 

E ５０～１００人未満  １ ０％ 

F １００人～     ２ １％ 

計   ２２８ － 
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５．主な新分野進出の分野 

 
（１）リフォーム・まちづくり分野 

事 例 

・ 建築工事を主体とした営業展開を行ってきたが、需要の多い修繕等の小口工
事を専門的に取り扱う部署を平成１５年に設立し、住宅のリフォーム等の取組
みを積極化した。 

・ 平成１４年度より輸入住宅会社と提携し、社員５名で個人顧客を対象に住宅
の受注活動を開始した。公共工事の減少が続く中、住宅事業を新たな収益の柱
にすることを目指す。 

 
（２）福祉分野 

   事 例 

  ・ 平成１５年に福祉用具貸与・販売の事業者登録を行ったことで、介護リフォ
ームにあわせて、福祉用具の提案ができるようになり、顧客の信頼が増した。
さらに、医療法人、ＮＰＯ法人と連携して平成１６年４月を目途に痴呆対応型
共同生活介護施設（グループホーム）の開設を目指している。 

   提案・要望 

・ 中山間地域において、空旅館などの既存施設をリニューアルして、通所介護
（デイサービス）又は短期入所生活介護（ショートステイ）のための施設とし
て活用する場合、施設に係る人員、設備、運営等の基準などについて、規制を
緩和してほしい。 

新分野進出以外の経営革新の取組みの種類 回答数 シェア 

A 相互補完的経営統合等による経営基盤の強化    ５６ １５％ 

B 積算・設計の共同化等による事務処理効率の向上    ４１ １１％ 
C 資材の共同購入・共同配送等による建設コストの削減    ３５ ９％ 

D 共同研究開発    ３５ ９％ 

E ＩＴ活用等による生産高度化・合理化   １０５ ２８％ 

F その他    ８３ ２２％ 
G 特になし    １４ ４％ 

計   ３６９ － 



 ７

 
（３）環境・リサイクル分野 

   事 例 

  ・ 杉、桧の樹皮の殺菌性や腐食しにくい性質に着目し、環境にやさしい新しい
土壌改良材を開発した。平成１４年にフランチャイズを結成して、緑化、グラ
ンド整備事業を拡大し、県内の公的施設、幼稚園、保育所等でＰＲ活動を進め
ている。 

   提案・要望 

・ 産業廃棄物処理業や処理施設の設置について許可等の運用取扱い（必要な添 
付書類の範囲など）が担当者によって異なる場合もあり、進出企業にとって手 
続きの負担感が大きいため、運用の詳細について予め明確にしておいてほしい。 

 
（４）農林水産分野 

   事 例 

  ・ 平成１５年に農業生産法人として約３０ｈａの面積で、トマト、カボチャ、
アスパラ、ブロッコリーの生産を開始。社員、役員は７名ながら、パートを２
０～３０名雇用している。 

  ・ 農業及び関連する食品の生産・販売を目的として、平成１３年に農業生産法
人を設立。果樹（サクランボ、リンゴ等）、野菜（トマト）の生産に加え、アッ
プルパイ、チェリーパイ等のお菓子の注文販売を行い、建設業の売上減少を補
うとともに、雇用の安定を確保している。 

   提案・要望 

  ・ 建設従事者が農業を兼業する場合が多いなど、建設業と農業とは密接な関係
を持っているが、農地法による規制が、建設業者のままで農業分野へ進出する
のに際し障害となっているため、規制緩和してほしい。 

・ 農業生産法人の要件の緩和や農業特区の積極的な認定により、建設業が農業
分野に進出できるようにしてほしい。 

  ・ 特区を活用した建設業の農業参入に際して、農業分野の公的融資や信用保証
協会の保証を受けられるようにしてほしい。 

 

６．新分野進出など経営革新に共通する提案・要望 

 
・ 支援制度に関する情報源が分散しており、十分に活用することが困難なので、
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国・地方公共団体の各行政機関が連携して、総合的な情報提供を行ってほしい。 
・ 支援制度などの一般的な紹介を行ったりするだけでなく、個々の企業の持つ
人材・技術力を踏まえて具体的なアドバイスができるような、専門知識と経験
を有する者をアドバイザーとして配置してほしい。 

  ・ 企業に対する金融機関の対応の厳しさから、財務引締めが優先して、新たな
投資が難しい状況にある。開業資金、設備投資資金等の資金対策のため、公的
な融資制度や助成金制度を充実させてほしい。 

・ 建設業に関する制度や公共工事の発注において、中小・中堅建設業が新分野
進出に取り組みやすい環境を整備してほしい。 

・ 中小企業でもＰＦＩに参加できるよう、小規模な事業や地域密着型の事業に
ＰＦＩを積極的に導入してほしい。 
 
なお、入札契約制度の適正化、不良・不適格業者の排除などについても要望を 

受けており、今後とも、施策に反映することができるよう検討を進めていく。 


